	経済情勢トピックス《大阪府の人口移動》


	最近の大阪府の人口移動をみると、３年連続して転入超となっており、関西各府県との人口移動の関係が変化しつつある。この理由では、大阪市を中心に大阪府内に住宅・マンション等が多数建設されたことによる人口の都心回帰の動きが影響しており、その動きは今後も続くと思われる。


１.　大阪府と関西他府県との人口移動の変化
大阪府と他地域との人口移動について、総務省の住民基本台帳人口移動報告によると、平成25年の大阪府は3,377人の転入超と、３年連続で転入超となりました。大阪府と他の都道府県との関係では、東京・神奈川など関東圏に対しては依然として転出超が続いていますが、関西各府県との関係では最近傾向が変わりつつあります。図表１は大阪府が関西各府県に対して、転出超か転入超かを示したグラフですが、図表１を見ると和歌山県や京都府との間では大阪府は転入超が続いています。長らく大阪府の方が転出超だった兵庫県との関係では、23年から大阪府が転入超へと変わり、その傾向が続いています。転入超の状況は、大阪市と関西各府県との関係にもいえ、大阪市では平成12年に人口が転出超から転入超へと変化しています。
図表１　大阪府と近隣府県との人口の転入超数
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（出所）総務省統計局「住民基本台帳」
また、他の都道府県から大阪府へ通勤・通学してくる人口（流入人口）、および大阪府から他の都道府県へと通勤・通学する人口（流出人口）においても似たような動きがあります。図表２は、常住地、または従業地・通学地による人口と、どこへ従業・通学しているか、をまとめたものですが、大阪府では7年以降、他の都道府県から通勤・通学してくる人口が減少傾向にあります。

図表２　大阪府内外への流動人口の推移（単位：人）
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（出所）総務省統計局「国勢調査」
これらのことが意味することとして、勤務地等は大阪ですが、兵庫県や奈良県といった近隣に住んで、大阪へと通勤・通学しているという人が減少し、大阪府内に住み、職・住を大阪府内で行う人が増えてきたと言えます。
　人口移動が変化した要因はいくつか考えられますが、真っ先に思いつくのは、大阪市を中心とした高層マンションの建設による人口の都心回帰の影響です
。そのため、以下では大阪府の住宅・マンション動向についてみていきたいと思います。
２.　大阪府の住宅・マンション動向
図表３は大阪府の新設住宅着工戸数の推移をみたものです。新設住宅着工戸数の動きでは、リーマンショック前の18年をピークに一旦減少し、その後回復しているという動きがあります。その一方で、大阪府は他地域と比較して強めに推移しており、関西2府4県に占める大阪府のシェアは12年には41％程度だったのが、23年では46％程度にまで上昇しています。
また、大阪府の新設住宅着工戸数のうち、大阪市が占めるシェアは上昇傾向にあり、23年では約43％と大きくなっています。

大阪府の新設住宅着工戸数の内訳をみると、持家は減少傾向にありますが、それ以上に貸家・分譲戸数が増加しているのが特徴であり、これらは主にマンションによる供給であると考えられます。
図表３　大阪府の新設住宅着工戸数
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（出所）国土交通省「住宅着工統計」
そのような大阪府内での住宅戸数の増加は、マンションの動向をみると、もっとはっきりとしています。
図表４は、関西における20階以上の超高層マンションの推移ですが、近年、大阪市を中心として、大規模物件の供給が行われており、大阪市は概ね50％以上のシェアを有しています。その他では、北摂・東大阪でも大規模物件の供給が持続的に行われており、関西における大阪府のシェアは圧倒的となっています。また、17年から25年9月までの累計における大阪市各区の供給戸数では、北区、中央区、西区、福島区において2,000戸を越える供給が行われるなど、大阪市の都心部を中心に大規模物件による住宅供給が盛んに行われています。
　このように大阪市を中心に超高層マンションの供給が相次いだことによって、大阪府内での居住が進んだものと思われます。

図表４　超高層マンションの地域別供給戸数
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（出所）長谷工総合研究所「ＣＲＩ」
また、今後の大阪府内の住宅・マンション動向ですが、鉄道網など交通インフラの整備がなされていることや、大阪市に通勤・通学する人が多数存在しているために、大阪市・北摂等を中心に潜在的な需要が見込めること、既存のオフィスビル・マンション等では建物の更新時期に当たっている棟が多いことや、投資に適した用地を確保しやすい等の理由から、大阪市内を中心として今後も活発なマンション等の住宅供給が行われると思われます
。
３.　おわりに
　大阪府では、少子高齢化の動きを受けて今後、人口減少が進むといわれていますが、最近の動きでは府内人口は減少ではなく横ばいで推移しています。その背景には、大阪市を中心とした住宅・マンション供給の増加による人口の都心回帰の動きがあります。この都心回帰の結果として、人口動態、通勤形態、消費形態なども大きく変化し、街のあり方が今後大きく変化する可能性があるため、人口の動きは注目すべきところです。
（佐野　浩）
� 夜間人口・昼間人口には、労働力状態不詳も含まれる。また22年では、従業・通学地不詳も含まれる。


� マンション・住宅状況だけではなく、そもそも企業活動が大阪に集中し始め、その結果として大阪府の人口が転入超となっているという理由も考えられる。


� 超高層マンションの竣工・計画戸数は、新たな超構想大規模開発や複合再開発プロジェクトなどが増加基調であることを背景として、大阪市を中心に今後も増える見込み（（株）不動産経済研究所「超高層マンション市場動向」（25.5.8））。





